
資料１

令和元年度

県立病院事業の実施状況について

令和２年８月３１日

宮崎県病院局
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５ 令和元年度の事業実施状況

(1) 宮崎県病院事業経営計画２０１５の推進
安全・安心の医療を継続的に提供することを目指す「宮崎県病院事業経営計画２

０１５」に掲げる経営目標の達成に向け 「集中改善プロジェクト」に取り組み、、
経営改善に努めた。

(2) 県立宮崎病院の再整備
救急・防災機能の向上や施設の老朽化・狭隘化対策の観点から改築を行うことと

し、令和元年５月に建設工事に着手したほか、付随工事として、令和元年９月に昇
降機設備設置工事の工事請負契約を締結した（いずれも令和３年９月完了予定 。）
また、新病院建設工事に先立ち、平成30年６月に建設工事に着手した立体駐車場

については、令和元年５月に供用を開始した。

(3) 人材確保・育成
① 医師の確保

全国的な医師不足の中、医師確保を図るため、宮崎大学をはじめ各大学医局へ
医師派遣を繰り返し要請しているほか、本県出身の医師や臨床研修医に対する個
別の働きかけを実施した。

（各年度４月１日現在）〈参考：正規医師数の推移〉
病院名 H28 H29 H30 備 考H31 R2

地域医療科＋１、内科＋１、神経内科＋１、小児宮崎病院 102人 107人 109人 106人 111人
、 、 、 、科＋２ 外科▲１ 心臓血管外科＋１ 眼科＋１

耳鼻咽喉科＋１、麻酔科▲１、精神科▲１
地域医療科▲１、内科▲１、外科＋１、産婦人科延岡病院 51人 58人 57人 60人 61人
＋１、放射線科＋１

、 、 、 、日南病院 38人 38人 36人 39人 38人 地域医療科▲１ 内科＋２ 外科▲１ 眼科＋１
耳鼻咽喉科▲１、放射線科▲１

全体 191人 203人 202人 205人 210人

② 専攻医研修資金貸与事業（延岡病院、日南病院）
延岡病院又は日南病院の医師確保を図るため、宮崎大学医学部講座所属の専攻

医２人に対し、月15万円の研修資金を貸与した（延岡病院又は日南病院に一定期
間勤務することにより返還免除 。）

③ 研修医・看護師確保事業
研修医及び看護師を確保するため、県内外の病院説明会への出展や、病院見学

バスツアーの実施、就職情報サイト・雑誌等への広告掲載に取り組んだほか、延
岡病院と日南病院を対象とした看護師地域枠採用試験を実施した。
・ 初期臨床研修医の確保（R2.4採用：18人）
・ 看護師地域枠採用試験の実施（R1.10～R2.4採用：延岡病院9人、日南病院4
人）

④ 看護師等医療スタッフの人材育成事業
高度医療を担う医療スタッフの資質向上のため、専門資格取得等を支援した。

・ 認定看護師資格取得支援事業 （新規取得支援３人、更新支援４人）
・ コメディカルスタッフ育成事業（新規取得支援24人、更新支援74人）

(4) 病院機能の強化
① 地域医療支援病院の承認申請

宮崎病院において、県民が身近な地域で医療を受けられるよう、かかりつけ医
等との医療連携の推進を図ったことにより、地域医療支援病院の要件を満たした
ことから、承認申請を行った。令和２年度中に承認される見込み。

② 県立延岡病院心臓脳血管センターの稼働開始
心臓循環器疾患及び脳血管障害への迅速・的確な医療の提供を行うために延岡

病院に整備した心臓脳血管センターについて、平成３１年４月に稼働開始した。
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【経営指標】

30年度

決算

R1年度

決算

R2年度

目標

30年度

決算

R1年度

決算

R2年度

目標

30年度

決算

R1年度

決算

R2年度

目標

30年度

決算

R1年度

決算

R2年度

目標

1 総収支比率 ９９．９ ９８．１
１００.０

 以上
９８．５ ９５．２

１００.０

 以上
１０４．３ １０１．７

１００.０

 以上
９５．９ ９８．２

１００.０

 以上

2 経常収支比率 ９８．６ ９７．４
１００.０

 以上
９８．５ ９５．２

１００.０

 以上
１０２．８ １０１．７

１００.０

 以上
９１．６ ９４．８

  ９６.１

 以上

3 医業収支比率 ９１．０ ９０．２
 ９５.５

 以上
９０．２ ８７．５

 ９４.３

 以上
９７．５ ９６．２

１００.０

 以上
８１．５ ８５．６

 ８９.１

 以上

4 病床利用率 － － ７５．４ ７４．０
 ７７.５

 以上
８０．４ ７８．７

 ８３.９

 以上
７１．４ ８０．２

 ７９.３

 以上

5
後発医薬品使用割合

（数量ベース）※
－ － ８５．１ ８５．２

  ８０.０

 以上
９６．８ ９６．０

  ８０.０

 以上
８９．０ ９０．１

  ８０.０

 以上

【臨床指標】（実績）

H30 32.21% H30 36.17% H30 36.00%

R1 29.96% R1 38.15% R1 30.71%

H30 3,836人 H30 2,332人 H30 861人

R1 4,471人 R1 2,975人 R1 1,076人

H30 38.50% H30 46.09% H30 39.83%

R1 34.71% R1 47.00% R1 39.72%

項   目

病院事業全体 宮崎病院 延岡病院 日南病院

宮崎県病院事業経営計画２０１５（改訂版）における経営指標及び臨床指標

 高度な手術件数の割合（点数が１万点以上の手術件数の割合）

日南病院延岡病院宮崎病院

3

1

2  外来化学療法を行った延べ患者数

 重症患者の割合(一般病棟用「重症度、医療・看護必要度」の基準を満たす患者割合)

項     目

資料１（別添）
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H30
8,134人

(4,794件)
H30

6,202人

(3,183件)
H30

4,567人

(1,179件)

R1
7,842人

(4,643件)
R1

5,876人

（3,176件）
R1

4,916人

(1,227件)

H30 51人 H30 28人 H30 21人

R1 53人 R1 34人 R1 17人

H30 23人 H30 12人 H30 9人

R1 23人 R1 13人 R1 ７人

H30 4人 H30 5人 H30 2人

R1 ２人 R1 5人 R1 1人

H30 76.20% H30 86.47% H30 58.90%

R1 79.53% R1 85.80% R1 64.80%

H30 72.69% H30 113.86% H30 97.50%

R1 78.96% R1 122.10% R1 104.00%

H30 86.90% H30 90.65% H30 91.80%

R1 87.08% R1 90.46% R1 90.49%

H30 12.1日 H30 12.5日 H30 14.5日

R1 12.0日 R1 12.3日 R1 16.1日

H30 0.03% H30 0.01% H30 0.46%

R1 0.04% R1 0.03% R1 0.73%

H30 53.02% H30 57.80% H30 36.13%

R1 53.63% R1 51.90% R1 32.52%

H30 0.00% H30 0% H30 0%

R1 0.11% R1 0.00% R1 0.00%

H30 90.00% H30 88.24% H30 95.50%

R1 87.88% R1 86.25% R1 86.00%

H30 92.16% H30 100% H30 97.67%

R1 97.30% R1 100.00% R1 100.00%

H30  532人 H30 274人 H30 223人

R1      652人 R1 305人 R1 134人
※ 項目の一部については、病院によって算出方法が異なる。

 紹介率

 認定薬剤師配置数         

 認定看護師配置数         

 初期臨床研修医受入数

 救急患者数

（救急車受入件数）

15

16

17

 急性脳梗塞患者に対する早期リハビリテーション開始率

 人工膝関節全置換術患者の早期リハビリテーション開始率

 看護大学等からの実習生受入数

12

13

14  術後の肺塞栓発生率

 Ⅱ度以上の褥瘡の新規発生率

 入院患者のパス適用率

9

10

11

 在宅復帰率

 平均在院日数

 逆紹介率

6

7

8

4

5
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令和元年度の具体的取組

基本方針にかかる取組

１ 質の高い医療の提供とそれを支えるスタッフの確保・充実
地域がん診療拠点病院として総合診療基盤を生かした集学的治

療（手術・放射線治療・化学療法）やチーム医療のさらなる充

実、がん患者の身体的・精神的苦痛を取り除くための緩和ケア

の強化を図る。

・「がん薬物療法認定薬剤師（１名）」を養成中。

脳卒中、急性心筋梗塞等の急性期を担う中核的な病院として、

最新医療技術の導入による高度な医療提供や、早期回復を図る

ためのリハビリの充実を図る。

・各大学医局に対して、引き続き、医師確保の働きかけを行った。

・入院直後から「超早期リハビリ」を行い、早い症例は手術日同日からのリハビリ介入

を行った。

・摂食機能療法・嚥下機能評価を全病棟対象に行い、病棟看護師と協力し摂食機能療法

を拡充した。

・がんリハビリテーション研修に３名のセラピストが参加し、がんリハビリテーション

の知識・技術獲得及び診療報酬請求取得要件を満たした（令和元年度はリハビリテー

ションスタッフ全員が研修を終了している。）。造血幹細胞移植患者に対し、フォロー

アップ外来の取り組みの中で、リハビリ評価・相談・指導を行った。

晩婚化等によるハイリスク分娩や低体重児の増加に対応するた

め、新生児医療体制の充実・強化を図る。

・新生児科を中心に、小児科及び小児外科等との連携を図りながら、引き続き、新生児

医療の充実を図った。

・「新生児集中ケア認定看護師」２名他、アドバンス助産師８名の下で産婦人科病棟・

ＮＩＣＵ・小児科病棟の連携を充実させた。

他の医療機関では対応が困難な腎移植や造血幹細胞移植等の移

植医療を引き続き提供する。

・引き続き、腎移植や造血幹細胞移植等の移植医療を提供した。

（令和元年度）

 腎移植 １２件、骨髄移植 ６件、末梢血幹細胞移植 ２４件、臍帯血移植 １件

宮崎県病院事業経営計画２０１５（改訂版）に基づく令和元年度県立宮崎病院の取組状況

項     目

宮崎病院

- 3 -



令和元年度の具体的取組項     目

民間の精神科病院では対応困難な精神科救急や身体合併症を有

する患者の医療を引き続き提供する。

・引き続き、精神科救急や身体合併症を有する患者への医療を提供した。

（令和元年度）精神科救急受診 １７６件

 身体合併症入院 延べ３，６９９人 （１日平均 １０．１人）

原因が特定できない疾病や一つの専門科では対応できない複数

の疾患を持つ患者を受け入れ、総合的な診療を行う体制の整備

を図る。

・総合診療科を中心に、総合的な診療を要する患者に対して、引き続き、適切な医療を

提供した。

関係大学の協力を得ながら医師確保に努めるとともに、看護師

等の医療スタッフの確保や院内での教育・研修体制の充実を図

る。

・各大学医局に対して、引き続き、医師確保の働きかけを行うとともに、臨床経験や院

内研修等により地域医療に貢献できる医師の育成を図った。

・看護師等の確保を積極的に行い、研修等による質の向上や定着促進を図った。

・当院のがん看護専門看護師と県立延岡病院の同専門看護師との協働で、ELNEC-Jコア

カリキュラム看護師教育プログラムを実施した。

病院説明会への参加等による広報の強化や医学生の病院見学受

入れにより、研修医の確保を図る。

・レジナビ等に指導医及び研修医が参加することにより、医学生に効果的なＰＲを行っ

た。（令和元年度 指導医 ５名、研修医 １３名が参加）

その他 ・認知症看護認定看護師教育課程の受験に１名合格した。

２ 県民が安心できる医療提供体制の構築

救急専門医等の専従スタッフや研修医の確保により、救急医療

の最後の砦として救急患者を受け入れる体制を構築する。

・各大学医局に対して、引き続き、医師確保の働きかけを行った。

・救命救急科での研修を通じて、救急専門医の人材育成を図った。

産科医の高齢化による民間医療施設の診療機能の低下が懸念さ

れる中、安心・安全な出産ができる周産期医療提供体制の構築

を目指す。

・周産期医療提供体制の維持を図るため、引き続き、正常分娩からハイリスク分娩まで

幅広く対応した。

・母体搬送は、原則受入れを行った。（令和元年度 ８０件）
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令和元年度の具体的取組項     目

周産期医療との有機的な連携を図りながら、救急医療を含む小

児医療の充実・強化を推進する。

・病院の再整備については、総合図等において新設する医療機器類の仕様や配置等の要

望が反映されるよう協議を進めた。

・引き続き、２４時間体制で小児救急医療に的確な対応を行った。

病院の再整備にあわせて、救命救急センターのハード面からの

機能強化や基幹災害拠点病院の要件となっている敷地内ヘリ

ポートの設置、第一種感染症指定医療機関の指定に伴う専用病

室の整備等をめざす。

・総合図等において、救命救急センターの機能強化や大規模災害時に運用可能な施設と

なることが確保されるよう協議を進めた。

・第一種感染症病床については感染対策専従の看護師の増（１人→２人）等により、受

入体制の整備を進めた。また、ＩＣＴより専用病室の課題について提示し、今回の新型

コロナウイルス感染症対応も含め、新病院で整備を再検討しているところである。

被災後も診療が継続できる防災機能の強化を図るため、事業継

続計画に基づく災害対応マニュアルの見直しを行うとともに、

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、災害派遣精神医療チーム

（ＤＰＡＴ）の活動の充実を図る。

・新病院建設工事等に伴い、令和２年３月に災害対応マニュアルを改定した。

・ＤＭＡＴ及びＤＰＡＴの訓練に積極的に参加した。また、ＤＭＡＴについては２チー

ム、ＤＰＡＴについては１チームの編成、出動が可能な要員養成に努めた。

医療事故防止等の医療安全対策を推進するため、講習会開催や

医療事故防止マニュアル、院内会議での情報共有等により、職

員の医療安全意識の更なる向上を図る。

・職員への周知、情報共有が必要な事項について、院内掲示板（Web）に８件／年、

「県宮医療安全情報」を掲示した。

・身体抑制に関する指針を整備し、医療安全マニュアルに追加した。

・セーフティマネジメント部会、看護部セーフティマネジメント委員会、医療安全管理

委員会（いずれも毎月１回）を開催し、職種を超えた情報の共有と、再発防止のための

環境改善策の提案を行った。

・インシデント報告は2,006件。
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令和元年度の具体的取組項     目

医療事故予防対策等を担う人材の育成・確保と併せて、インシ

デント事例の分析に基づき策定したシステム改善や見直し手順

の発信、実践により医療安全対策を強化する。

・患者サポート相談窓口の見直しにより体制整備を行った。そして、相談内容に応じて

必要な連携先を選別、提示するとともに、相談内容から問題点を抽出し、改善に向けて

現場の支援を行った。

・インシデント報告は２００６件、毎週の評価カンファレンスで問題点を１６２件協議

し、マニュアルや手順書作成１２件、院内での取扱いの統一や周知２５件、研修会・説

明会実施４件、システム改善２０件などの対策を行った。

・院内死亡事例の全報告書を確認し、予期せぬ死亡に該当しないかを検討した。

３ 患者サービスの向上と地域連携の強化

入院から退院、あるいは他の医療機関への転院にかかわる様々

な相談等に一体的に対応する患者サポート体制の充実を図る。

・医療連携科と入院支援センターの増員、一本化により入院前から退院へ向けた支援を

充実させた。

 具体的には、入院支援件数を4121件（昨年：4078件）と伸ばし、診療報酬の面で

も、入院支援加算：178件（昨年：10件）、入退院支援加算：1486件（昨年：1117

件）、介護支援連携指導計画加算：225件（昨年：115件）、地域連携診療加算：67件

（昨年：54件）と加算件数を伸ばした。また、入院に際してのクリティカルパスの説

明を昨年度の16種類から24種類に増やした。

・地域医療機関との連携強化を目的として、地域医療支援病院の承認を目指し、その一

環として地域医療機関等の訪問や連携病院の登録に取り組んだ。

・医療相談やクレームに対し、患者サポート担当者を中心に多職種の協働により対応し

た。また、医療相談員が、救急外来からの身元不明者への支援に中心となって対応する

とともに、経済的支援や家族との連携支援などを実践してきた。

病院の再整備にあわせて、個室病床の増加や患者・家族のプラ

イバシーに配慮した施設整備を検討し、患者の療養環境の充実

をめざす。

・病院の再整備において、患者・家族のプライバシーへの配慮等、患者サービスが向上

する施設となるよう協議を進め、平面プランの確定に至った。
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令和元年度の具体的取組項     目

薬剤師による外来及び病棟における化学療法への関与を拡大

し、患者サービスの向上を図る。

・ミキシング実施可能職員の増加により化学療法依頼件数に対応した職員を配置するこ

とができ、ミキシング依頼件数すべて（11,147件（Rｐ数））を完遂した。

・抗がん剤が処方された患者への服薬指導体制を複数名体制にし、指導の効率化を図る

とともに一人ひとりの患者に寄り添った指導を行った。

４ 地域医療の充実等への貢献

地域医療を担う医師を育成するため、各診療科での初期臨床研

修と後期臨床研修としての救急診療や総合診療の実践を通じ、

通常疾患を確実に診療できるスキルをもった医師を養成する。

・各大学医局に対して、引き続き、医師確保の働きかけを行った。

・救命救急科での研修を通じた救急専門医の人材育成等、地域医療に貢献できる医師の

育成を図った。

地域医療科にこれら後期臨床研修終了医師や自治医科大学卒業

医師、県の医師修学資金の貸与を受けた医師等を受け入れ、専

門医取得等に向けた技術力の向上支援や深刻な医師不足が続く

地域への支援の強化を図る。

・令和元年６月22日、23日、8月31日、9月1日に美郷町西郷病院の診療支援を行っ

た。

・小林市民病院産婦人科の診療を継続して支援した。

令和元年度の具体的取組

経営目標にかかる取組

１ 収支均衡の確保

経営指標等の経営に関する情報の迅速な集約と当該データをリ

アルタイムに提供することで、より一層の経営参画意識の醸成

を図る。

・幹部会や運営会議等において経営指標に関する情報提供をタイムリーに行い、さらに

院内掲示板を通して院内職員への周知を図った。

項     目
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令和元年度の具体的取組項     目

ＤＰＣ分析ソフトの活用により効率的なＤＰＣ運用に取り組

む。

・副院長（診療報酬・ＤＰＣ検討委員会委員長）を中心に、ＤＰＣ対出来高比が－１万

点（－１０万円）以上の症例について、コーディング点検を行った。

 コーディングの変更を実施した結果、約１５０万円の増収を達成し、年間ＤＰＣ対出

来高比は昨年の２．３％から２．８％と向上した。

診療報酬改定に伴う新たな施設基準等を取得し、収益の確保を

図る。

・新規施設基準の取得促進を図り、総合入院体制加算Ⅰの取得など新規施設基準の取得

促進を図った結果、約8,700万円の増収効果があった。

・収益改善プロジェクトチームを立ち上げ、定期的に看護部等と課題共有を図るなど、

収益改善に向けた体制の基礎づくりを実施した。

公費負担医療制度の活用等による未収金発生の抑制や未収金徴

収員の夜間徴収など未収金の縮減に向けた取組を強化する。

・今年度から新たな弁護士法人に委託を切り替え、長期滞納となっている未収金については引

き続き、回収を追加委託するとともに、旧弁護士法人委託分で定期的な納付を行っている方の

分は、直接徴収に切り替えるなど徴収強化及び手数料経費削減に取り組んだ。

・患者の医療費支払能力の把握を早期に行い、医事課と医療連携科で情報共有し、入院開始時

点など、できるだけ早期に公費負担医療制度の活用などを勧めることにより未収金の発生の未

然防止に努めた。

・未収金徴収員による訪問活動では、できる限り電話催告を実施し、徴収約束をした上で、臨

宅する取組の徹底を図った。

医療スタッフへ迅速・的確な薬品情報を提供することにより、経費

節減効果の高い後発医薬品から優先的にその導入を図っていく。

・有用性及び経費削減効果が高い後発医薬品11品目の導入により、直近3ヶ月平均で後

発医薬品使用率85.2%を達成した。

２ 経営状況も勘案した計画的な投資

将来にわたる資金バランスにも留意しながら、震災・風水害対

策の強化も含めた病院再整備を検討する。

・大規模災害時に運用が可能な基幹災害拠点病院の要件を充足する一方で、建設や将来

の維持管理コストが低減されるよう、総合図の確定に向けて検討・調整を行った。

高額医療器械の導入・更新について計画的に行うとともに、そ

の費用対効果についても十分検証する。

・医療機器の導入更新については、医療器機導入更新計画に基づき、随時、医療水準の

確保や費用対効果を検証した上で必要と判断した医療機器を導入した。
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令和元年度の具体的取組

基本方針にかかる取組

１ 質の高い医療の提供とそれを支えるスタッフの確保・充実

（１）質の高い医療の提供

①急性期医療（脳卒中や急性心筋梗塞等）にかかる

専門医の確保及び医療提供体制の充実

・２台目の心臓カテーテル装置（X線血管造影装置）の設置が完了し、１０月から心臓カテーテル室が２室稼

働体制となり、「良質で安全な医療の提供」が実現可能となった。

・令和２年２月議会においてドクターカー整備に係る予算が可決された。

②がんの集学的治療の更なる充実

・呼吸器がんと泌尿器がんに対する鏡視下手術の増加はほとんど見られなかったが、消化器がんについては、

胃がん(12.5%増）、結腸がん（25%増）、直腸がん（61%増）がそれぞれ増加し、下部直腸がんにおける側

方郭清も4例が鏡視下に施行された。また、化学療法施行後に切除可能となった３例の結腸直腸がん症例を経

験した。

・レジメン小委員会で承認されたレジメンについて、使用医薬品を積極的に後発医薬品へ切り替え、経費節減

に努めた。

③リハビリテーションの充実

・一般社団法人宮崎県理学療法士会等を通じて、地域の医療機関との連携が強化された。

・摂食機能療法の収益が増加した。次年度に向けて、診療報酬改定に伴い「経口摂取回復促進加算」から名称

変更された「摂食嚥下支援加算」の取得・算定に向けた運用の検討を開始した。

・リハビリテーションの算定単位数が増加し、平成30年度に比し収益で900万円程度増加した（スタッフ１人

当たりの稼働率が上昇した）。

（２）医療スタッフの確保

①大学に対する医師の派遣要請
・各大学の医局に対し、当院の役割を果たす上での医師確保の必要性と医師の負担軽減等の取組を説明し、医

師の派遣を粘り強く要請した。

宮崎県病院事業経営計画２０１５（改訂版）に基づく令和元年度県立延岡病院の取組状況

項     目

延岡病院
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令和元年度の具体的取組項     目

②研修医受入体制の強化

・研修医アンケートを実施し、当院に対する要望等の把握を行った。

・協力型研修医が居住する看護師宿舎について、入居が可能な部屋を増やし、過去最大数の研修医を受け入れ

た（協力型受入実績：実人数29人）。

・民間主催の説明会や県立病院バスツアーにて医学生に対して当院のPRを行い、マッチング２名（国試不合格

のため採用は１名）となった。

③働き易い職場環境の整備

・夜間保育を月・水・金とし、院内保育の維持を図った。

・時間外勤務の縮減に向け取り組んだ結果、医師の時間外勤務が減少するとともに、時間外月45時間超過者数

も減少した（H30年度：32.9人→令和元年度31.1人）。

・年休有給休暇の計画的な取得に向け、看護部では師長会や朝のミーティングでアナウンスを行った。医師に

向けては残日数を通知し、計画的な取得を推進した。その結果、当院独自で創設した冬期休暇（12～２月）に

おいて、H30年は平均0.4日/人であったが、令和元年は平均1.2日/人となり、取得人数は15人から32人に増

加した。

④チーム医療の推進等のための必要な人材の計画的

な育成・確保

・糖尿病と認知症ケアの認定看護師教育課程へそれぞれ1名派遣、令和２年度認定試験に合格すれば２名の認

定看護師が誕生する。輸血療法看護師は２名育成できた。

・令和２年度のAST専従感染管理認定看護師の確保に向けた要望を行い、４月に１名確保できた。しかし、専

従化はできておらず病棟配置となっている。

・緩和ケアとがん化学療法の教育課程への派遣については、候補者のマッチングに至らなかった。

・災害支援ナースは２名育成でき、現在12名となった。しかし、DMAT隊員は延岡病院には研修枠がなく派遣

できなかった。

・副師長を入院支援センターに１名配置し入退院支援センターの体制強化に向け、外来、病棟からの要望や予

定外の入院患者への対応を行った。

⑤地域枠採用の活用

・DMATは育成できなかったが、地域枠採用看護師１名を災害支援ナースに育成した。

・病院説明会を月１回計画し、経験者看護師4名の受け入れを行った。そのうち1名は令和２年度にUIJターン

者として採用になった。
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令和元年度の具体的取組項     目

（３）高度な医療を支えるスタッフの研修の充実

①魅力ある研修プログラムの作成

・「コメディカルスタッフ育成事業」を活用し、リハビリテーション科１名、放射線科７名、臨床検査科11

名、栄養管理科４名、臨床工学科４名、薬剤部２名が資格取得に係る研修受講や資格更新を行った。

・アンケートで要望の多かった職員宿舎のインターネット環境を整備した。

②高い専門性を有する医師の育成、看護師・薬剤師

等スタッフの専門資格の取得支援

・医師スキルアップ支援負担金を活用し、専門医の取得（３名）、更新（１名）を行った。

・国際学会派遣事業の活用により、医師１名をフランスへ派遣した。

③院内研修の一層の充実、先進的な病院への研修派

遣
・「先進病院短期派遣研修」事業の実績なし。

２ 県民が安心できる医療提供体制の構築

（１）救急医療提供体制の強化

①救急専従医の確保や施設の充実

・引き続き、延岡市消防本部の協力体制のもと、ピックアップ方式によるドクターカーの運用を行った。（H

３０→３２件、H３１→５０件）

・救命救急センターにフリーWi-Fiを整備した。

②地域の医療機関や行政との協力体制の充実

・地域医療支援委員会で当院、夜間急病センター、日向市初期救急の救急体制について報告し協力を依頼し

た。

・延岡地域自殺未遂者支援事業において体制運営会議、実務者会議等に出席し、協力機関との連携を図るとと

もに、精神保健福祉士の派遣を受けた。

（２）大規模災害時における医療提供体制の強化

①備蓄品や非常用電源等、ライフラインの確保 ・避難確保計画（洪水時）を策定した。

②防災訓練の実施
・以下の訓練を実施し、院内スタッフの危機管理意識の更なる向上を図った。

 総合防災訓練、消火・避難訓練、水防訓練
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令和元年度の具体的取組項     目

③災害派遣医療チーム（DMAT）の訓練等への参加

・神奈川県での大規模地震時医療活動訓練にDMAT５名（医師２名、看護師２名、業務調整員１名）が参加し

た。

・院内の医療活動訓練を６月と11月に、災害医療講演会を２月に実施した。

（６月は新入職者向け災害訓練、11月は九州・沖縄ブロックDMAT実動訓練）

（３）感染症にかかる医療提供体制の強化

①受入体制の充実

・新たに新型コロナウイルス感染対策マニュアルを作成するとともに、新型コロナウイルス患者受け入れに向

けての施設整備（陰圧室を１床増床、陰圧室内に透析対応の水道を整備）、ＰＣＲ検査機器の購入、保健所と

の連携を行った。

②パンデミックを想定した訓練の実施
・新型コロナウイルス患者受け入れの訓練、説明会を対象職員に実施した。

（新型コロナウイルスの患者２名を受け入れ）

（４）医療事故防止等の医療安全対策の推進

 インシデント事例に係る情報共有

・インシデント報告のあった全症例（1,324件（＋132））を、リスクマネージャー委員会で情報共有し、他

職種が関与した事例や汎用性のある事例を抽出症例検討を実施した。

・全症例プリントアウトし各部署へ配布、検討事例は医療安全管理対策委員会で再検討し、議事録を院内掲示

板にて周知を図った。

・３ｂ以上のアクシデント事例は安全管理科で協議し、M＆Mカンファレンス実施、事故調査報告の必要性を

検討した。

 研修やマニュアルの充実

・全職員対象の医療安全研修の参加率は、前期95％、後期94％であった。なお、後期は勤務時間内での研修

とし、同内容を複数回（13回）実施、未受講者に対しては、資料の配付、テストを実施した。

・医療安全マニュアルの見直しを行い周知を図った。

・インフォームド・コンセントの基本方針及び指針を作成し、説明書/同意書の書式の院内統一を図った。
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令和元年度の具体的取組項     目

３ 患者サービスの向上と地域連携の強化

（１）患者サービスの向上

①インフォームド・コンセントの徹底

・インフォームドコンセント予定者は部署によっては氏名を書き出し、できるだけ同席するようにしたが、時

間外のインフォームドコンセントには同席できないこともあった。同席できない場合は、患者や家族の理解度

や反応を記録に残し情報を共有し継続看護につなげている。

・患者パスを新たに３例ホームページに追加した。今後も各診療科の主要疾患を中心に公開数を増やし、患者

が安心して入院できるよう情報公開に努めた。

②医療相談体制の強化
・「仕事と治療の両立支援」を宮崎産業総合支援センターと協働し、開始した。

・医療相談（5,208件）、がん相談（584件）の充実、サービス向上に努めた。

③患者からの意見を反映させるための仕組みの強

化、患者満足度調査に関する委員会における定期的

な患者からの評価

・患者満足度調査を実施。調査結果を各部署に配布し、次年度は結果を基に活動していく予定とした。接遇研

修（「トラブルにならない対応の仕方」）には92名の参加があり、参加者の約70％が「理解できた」「期待

通り」と回答。環境ラウンドは行っていない。

・患者や家族からの意見は、病院玄関やイートインスペース、ホームページ、広報誌等で開示している。看護

部に関することは、毎朝のミーティングで師長と共有し振り返りを行っている。

④ホームページ等を活用した分かりやすい情報の提

供

・当院のホームページ利用者の利便性を図るために、ホームページの全面リニューアルを行い、スマホ等のモ

バイル端末も対応可能とした。

・更なる情報発信のために、年３回発行していた広報誌「若鮎だより」の発行回数を年４回とし、毎号で地域

医療機関の紹介ページを設け、地域医療連携を図った。

・当院の病院情報を医療機関向けに提供するために、病院案内を作成し配布した。

（２）地域の医療機関等との連携強化

①患者の円滑な転院、退院の支援

・病棟や多職種と協力して転院調整・退院支援を行った。

（退院調整2,678件、転院調整1,188件。転院調整日数は調整開始から平均8.2日）

・ケアマネージャとの情報共有を早期から行い、退院前カンファレンスと合わせ介護支援等連携指導を行った

（638件）。
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令和元年度の具体的取組項     目

②地域医療機関との更なる連携

・地域医療支援委員会を年３回開催し、実績を報告するとともに役割の再認識を図り、地域医療機関との連携

に努めた。

・地域で開催される会議（延岡市入退院ルール策定事業、地域医療ネットワーク連絡協議会等）や研修に参加

した。

・「連携の集い」を医科（７月）・歯科（９月）に分けて開催し、地域の医療機関との意見交換を行い、相互

の顔の見える関係づくりを行った。

４ 地域医療の充実等への貢献

（１）地域医療を担う医師の育成・確保

①自治医科大学卒業医師の研修受入体制の充実 ・自治医科大学卒業医師とのネットワーク構築を図るため、病院案内・説明会及び懇親会を開催した。

（２）地域医療支援病院としての役割の強化

①引き続き紹介率、逆紹介率の基準を満たす ・紹介率・逆紹介率の基準を満たすことができた（紹介率85.8％、逆紹介率122.1％）

②地域医療従事者を対象とした研修会の開催による

地域医療水準の向上

・県民に対しては県民健康講座（登録医へも案内）を、他の医療機関等には感染対策講習会、医療安全講習

会・栄養・緩和ケア研修等を案内し、多くの地域医療従事者の参加があった。なお、各医療機関から多くの参

加を呼びかけるため、登録医へ文書発送や広報誌で情報提供を行った。

③医療機器の更なる共同利用促進
・登録医へ対し連絡文書を配布、広報誌を活用し共同利用促進ができた。

 （共同利用実績4,854件）

④「血液・血管先端医療学講座」の活動支援
・東九州メディカルバレー構想の取組の一環であるJICA事業に係る視察研修を受け入れた（ASEAN加盟５カ

国の医療従事者８名）。
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令和元年度の具体的取組項     目

経営目標にかかる取組

１ 収支均衡の確保

（１）経営管理体制の強化による収益の確保

①目標数値の院内での情報共有の徹底
・管理運営会議及び全体科長会議において、前々月の経営概要を説明し、経営状況のトレンドを示した。

・全体科長会議に出席する各診療科・各部門の責任者を通じて、病院全体の情報共有を進めた。

②目標達成のための取組状況を評価できる仕組みの

構築

・令和元年６月：30年度の具体的取組の評価（CHECK）→令和元年６月：改善点や新たな取り組みの洗い出

し（ACTION)→７月管理運営会議：令和元年度の具体的取組作成（PLAN)→実行（DO)と改善サイクルを実

施。令和元年度の具体的取組については、令和元年８月の県立病院事業評価委員会で報告。

③DPCデータの有効活用のための体制強化、的確な

現状分析に基づく医療の提供

・保険診療・ＤＰＣ委員会を年４回開催し、より適切なコーディング等の検討を行った。併せて、より適切な

コーディングに向けて主治医等の支援を推進した結果、主治医等の理解を得られ、コーディングの精度向上に

よる増収につなげることができた。

・高額な薬剤を使用した化学療法について査定減点が行われたが、主治医等の協力を得るとともに、経営管理

課及び宮崎病院と歩調を合わせて再審査請求を行い、査定減点を復活させることができた。

④新たな施設基準を取得するための取組の推進

・関係部署と連携を図り、医療の質の向上（必要な人材配置）を適切に把握し、施設基準の取得につなげるこ

とができた（総合入院体制加算３、検体検査管理加算４）。

【参考】

総合入院体制加算３（係数0.0303）：令和元年８月から算定開始

検体検査管理加算４（係数0.0128）：令和元年12月から上位区分の算定開始、
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令和元年度の具体的取組項     目

⑤診療報酬の請求漏れや未収金の縮減に向けた取組

の強化

・救急医療管理加算の算定ルールに基づいた算定を継続し、積極的な算定に努めた。

・継続して保険診療研究会を月１回開催し、査定減点の具体的な内容の把握に努めた。

・化学療法委員会において、主なレジメンの収入及び支出のシミュレーションを継続して行い、収入の確保が

難しいレジメンについては外来化学療法（出来高算定となる）の実施を検討するなどした。

・病棟看護師、医事委託職員、未収金徴収員、医療連携担当者等の間で医療費の支払いに不安を感じている患

者に対する情報を共有し、未収金発生の未然防止や未収金の回収実績をあげることができた。

（２）業務運営の改善等による費用の節減

①後発医薬品の一層の使用推進

・令和元年度の後発医薬品使用割合が96%であった。

・薬事委員会では、原則として１増１減に取り組み、新薬については、まず緊急採用薬として使用し、実績を

見て、本採用について薬事委員会で審議するなど、後発医薬品使用割合の維持に努めた。

②診療材料等に係る経費節減の推進 ・共同購入や価格交渉、適正な在庫管理により、経費削減に努めた。

２ 経営状況も勘案した計画的な投資

（１）高額医療機器の更新に向けた取組

①計画的な更新
・使用状況や稼働状況を把握することで循環器動画像ネットワークシステムなどを計画的に更新することがで

きた。

②費用対効果についての検証 ・稼働状況、ランニングコスト及び収益見込等のデータに基づき、更新を行った。

③業務の集中化による効率化の検証 ・次年度の救急外来のCT更新に向けて、運用の検討を開始した。
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令和元年度の具体的取組

基本方針にかかる取組

１ 質の高い医療の提供とそれを支えるスタッフの確保・充実

県がん診療指定病院として、圏域で唯一放射線治療が実施で

きる施設であり、手術・化学療法・放射線治療を含めたがん

診療の集学的治療の更なる充実を図る。

・がん薬物療法認定薬剤師及び外来がん治療認定薬剤師による外来がん患者への指導を

145件実施した。

・宮崎大学医学部附属病院による来院調査と意見交換を行い、がん診療機能強化に向け

た医師の確保等について要望した。

・キャンサーボードの設置など、がん診療にかかる業務体制の整備を検討した。

・経営管理課と連携し「がん薬物療法認定薬剤師」の養成、確保に努めた。

・「がん薬物療法専門認定看護師」等の恒常的な配置について検討を行った。

・「がん薬物療法専門医や放射線治療専門医の全県的な確保」について、福祉保健部に

政策的な取組を要請した。

圏域で脳卒中、急性心筋梗塞を担う急性期病院は当院のみで

あり、専門的な治療を行う中核的な医療機関としての役割を

引き続き担っていく。また、これらの患者の早期回復を図る

ためのリハビリテーションの充実を図る。

・脳神経外科、循環器内科及び神経内科医の確保を引き続き大学に要請した。

・適切なリハビリテーションを行うため、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の体制

充実を検討した。

医師派遣の要請を引き続き大学に行うとともに、医師の負担

軽減を図るため、医療秘書の管理・教育体制の整備による業

務拡大を図る。

・医師確保について、大学に要請を行った。

・医師の負担軽減に資する医療秘書を１名増員し、スキルアップのための研修受講等を

行った。

宮崎県病院事業経営計画２０１５（改訂版）に基づく令和元年度県立日南病院の取組状況

項     目

日南病院
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令和元年度の具体的取組項     目

地域枠看護師採用試験受験者の確保を図るため、地域の看護

学校への働きかけや職員による地域出身看護師への情報提供

等に取り組む。

・地域の看護学校の行事等への参加、実習担当者会議等での採用試験説明、インターン

シップの受入等を行った。

・学校や日南市主催の高校生対象研修会などに職員を派遣した。

・９名の地域枠看護師採用試験受験者があった。

長期研修中の代替要員確保による資格取得支援、キャリアパ

ス明確化による将来像の提示など、医療スタッフが働きやす

い環境づくりを進める。

・引き続き院内保育施設の利用促進を図り、職員の確保や育休職員の早期復帰等に繋

がった。

・院内３部署（５西・４東・ＮＩＣＵ）で看護師の２交代制勤務を試行した。

・紹介患者の割合を増やし医療スタッフの負担軽減を図るため、初診加算料の増額や再

診加算料の導入に向けて準備を進めた。

当院の特色ある研修内容を医学生にアピールすることによ

り、基幹型初期研修医の確保を図るとともに、病院全体で研

修医の全人的教育を担っていく。

・台風やコロナの影響で予定どおり参加できないことはあったが、レジナビ等の説明会

（２回）や病院見学バスツアー（２回）等で、医学生に対するＰＲを行った。

・院内に研修管理センターを設置し、月１回のミーティングを実施するとともに、研修

医及び指導医向けアンケートを実施して、研修内容を充実させた。

・医師２名（脳神経外科・産婦人科各１名）が指導医講習会を受講した。

その他

・ヒアリング等により、当院にとって必要な看護師及びコメディカルの認定・専門資格

の調査・把握を行うとともに、育成・確保に経営管理課と連携して取り組んだ。

・臨床指標について、病院ホームページに掲載した。

・新人オリエンテーションにおけるグループワーク実施や職場交流体験など、チーム医

療の推進に資する取り組みを行った。

- 18 -



令和元年度の具体的取組項     目

２ 県民が安心できる医療提供体制の構築

軽症患者による「コンビニ受診」の適正化に向け、南那珂医

師会や日南市と連携しながら取り組む。

・地域医療支援病院として、南那珂医師会、日南市、串間市と連携して病診連携を進

め、かかりつけ医との役割分担によるコンビニ受診の抑制を図った。

・初診加算料の増額や再診加算料の導入に向けた準備を進めた。

機能的な救急医療の提供を行うための施設・設備の整備や医

師を含む医療スタッフの確保を図るなど救急医療の充実・強

化に取り組む。

・医師確保について大学に要請した。

・夜勤可能な看護師の配置について、経営管理課と連携し取り組んだ。

コメディカル、事務部門の災害時の要員確保対策の検討、ｅ

メールを利用した職員招集・安否確認システムの導入を行う

とともに、ＢＣＰに基づく災害対応マニュアルの見直しを行

う。

・eメールを利用した職員安否確認メールを運用した。

・新型コロナウイルス感染症対応にあたっては、職員安否確認システムを事務部内の迅

速な連絡に活用した。

感染管理部門を設置するとともに感染管理認定看護師の育

成・配置により院内感染管理体制の充実を図る。また、感染

対策マニュアルの改訂やＩＣＴ（感染制御チーム）の体制充

実等に取り組む。

・新型コロナウイルス感染症対策マニュアル（暫定版）を作成し、改訂を重ねた。

・ICTコアメンバーによる週１回のラウンド、月２回の抗菌薬ミーティング、年４回の院

外施設との合同カンファレンスを実施した。

- 19 -



令和元年度の具体的取組項     目

医療安全に関する教育・研修の充実を図るとともに、院内の

医療安全に関する情報の収集・分析及び共有化などの医療安

全対策を推進する。

・院内医療安全研修会を１回開催し、133名が参加した。また、DVD試聴会を開催し

113名が参加するとともに、各部署にDVDを回覧し38名が参加した。

・院内改善事例発表会・医薬品安全管理研修会を開催し、131名が参加した。また、

DVD試聴会を３回開催し、138名が参加した。さらに各部署へDVD回覧し、34名が視聴

した。

・毎月、院内の各種委員会でインシデント事例報告・対策協議等を行った。また、医療

安全に関する情報について、医療安全管理委員会による分析結果を毎月開催の代表者会

議で報告し共有した。

・「医療事故調査制度」について、オリエンテーションで周知するとともに、師長会等

で気になる事例の報告をするよう働きかけた。

院内の秩序・安全の確保を図るため、迷惑・暴力行為への対

策の強化に取り組む。

・令和元年度暴力行為は5件、無断離院は３件発生した。

・平成31年2月から、暴力行為等の事例について、ハリーコール（患者急変時医師等集

合）とは別にホワイトコールとして運用し、5回要請があった。

クリニカルパスの適用拡大を図るため、パスの定期的な見直

しと評価を行うための体制充実を図る。

・大腿骨頚部骨折については、高齢化・認知症などにより利用率が30％程度となってい

る。

・がんの連携パスの運用手順を再確認し、運用可能な状況まで準備を進めた。

・クリニカルパスの事務局機能を担う組織のあり方を検討した。

・ＤＰＣデータとの相関付けなどによるクリティカルパスの継続的な見直しを行った。
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令和元年度の具体的取組項     目

限られた医療スタッフで医療機能の充実を図っていくため

に、より入院を重視するなど、当院の診療のあり方について

も研究を進める。

・地域医療支援病院として、紹介率の向上を図り、入院診療をより充実させた。

・地域医療構想調整会議の議論を踏まえ、病棟の効率的配置を検討した。

その他
・マイナンバー制度への対応などを通じた個人情報の適正な管理を行った。

・病院機能評価更新の受審に向けて自己評価等による更新準備を行った。

３ 患者サービスの向上と地域連携の強化

接遇スキルやコミュニケーション力の向上のための研修を計

画的・継続的に実施する。

・職員及び委託職員を対象とした接遇スキルやコミュニケーション力の向上のための研

修を実施した。

患者に対して包括的な説明を行う窓口の設置や患者相談窓口

の充実等に取り組む。

・小児科を除く全診療科の予定入院患者に対する入院支援を実施した。（月平均110

件）。

・入院支援加算の算定について検討を行った。

患者に対するアンケート調査を実施し、患者ニーズに対応し

たサービスの改善及び提供に取り組む。
・外来患者アンケート調査及び入院患者アンケート調査を実施した。

急性期から亜急性期への円滑な医療を提供していくため、地

域包括ケア病棟を整備するとともに、リハビリテーション提

供体制の充実を図る。

・ベッドコントロール会議を通じ、急性期一般病棟と地域包括ケア病棟との円滑な転棟

調整を行う仕組みを構築した。

・派遣看護師の活用など地域包括ケア病棟の運営に必要な看護師及び看護補助員の確保

を図った。

緩和ケア病棟などの整備についても地域の他の医療機関の状

況も勘案しながら検討を進める。

・緩和ケア認定看護師やがん性疼痛看護師といったスタッフの育成を図った。

・地域医療構想調整会議における議論を参考に、地域のニーズを踏まえた必要性の検討

を行った。

- 21 -



令和元年度の具体的取組項     目

地域連携クリニカルパスの拡大や医療連携部門の体制整備に

より、地域の医療機関との連携を一層進めていく。

・地域連携パスの拡大を図るため、事務局組織を担う医療連携科の体制を強化を検討し

た。（Ｒ2.4.1～ 患者支援センターに改編）

・経営管理課と連携し、社会福祉士の正規任用の導入について検討を行った。

その他
令和２年２月にホーページを全面リニューアルするとともに、スマートフォン専用画面

を新設した。

４ 地域医療の充実等への貢献

紹介率・逆紹介率を向上させるための医療連携部門の充実強

化を図るとともに、院内の各部門が連携してその承認に向け

て取り組む。

・地域医療支援病院として、登録医との連携を図り、紹介率、逆紹介率が向上した。

（紹介率+3.7％、逆紹介率＋10.4％）

・医療連携部門の強化を図り、地域医療支援病院として、登録医への情報発信や共同診

療の促進を行った。

経営目標にかかる取組

１ 収支均衡の確保

自治体黒字病院の平均値を目指し、新たな増収対策と徹底し

た経費削減に取り組む。また、各種指標の他病院との比較な

どによる経営分析を実施し、その結果を医療スタッフと共有

するとともに、目標の設定と進捗管理を行う。

・数値目標に定める各種経営指標の目標を達成するために、ベッドコントロール会議等

により地域包括ケア病棟の効率的な運用を行い、入院収益は前年比＋7.9％となった。

・費用節減部会によるこれまでの節減効果の検証を行った。

・当院の診療単価の妥当性について分析を行った。

・経営効率の高い病床管理を行うため、病床の運用状況について分析を行った。
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令和元年度の具体的取組項     目

事務部門の強化策として、人事交流で配置される事務部職員

を短期間で病院事業に精通させるための効率的な教育システ

ムを研究・整備する。

・具体的な教育システムについて、経営管理課の取り組みとも連携しながら研究を行っ

た。

・病院職員の意識を変革するため、院内外の講師による病院経営に関する研修会を定期

的に開催した。（診療報酬改定に関する説明会１回）

増収を見込んだ計画的な医療資源配置による施設基準取得な

どの収入増の取組を進める。

・ＩＣＴの充実を図り、感染防止対策加算１の届出について検討した。

・新たな医療資源配置に伴う施設基準取得について、可能性の検証を行った。

未収金の発生を抑制するため、マニュアルに基づいた新たな

未収金発生防止や入院時からの面談等による早期介入など、

各部門の連携を強化するとともに必要なスタッフの確保に取

り組む。

・未収金徴収員と弁護士法人とカンファレンスを行い、未納者との対応に係るノウハウ

を学び回収に活かした。

・マニュアルに基づく未収金対策を推進した。

・長期固定化した未収金について、弁護士法人へ回収を委託した。

・入院支援センターの対応診療科及び対応件数の増を図り、引き続き未収金発生防止に

努めた。

後発医薬品の採用率の向上を目指す。 ・後発医薬品使用割合は90.1％となり、前年度と比較して＋1.1％となった。

その他 ・ＴＱＭ活動への参加チームは１チームで、前年比ー３チームとなった。

２ 経営状況も勘案した計画的な投資

現有機器の一括管理や稼働状況の把握を行うとともに、医療

水準の確保と費用対効果を検証した計画的な機器更新を行

う。

・「機器管理ソフト」の運用による医療機器の運用状況の把握を通じて現有機器の効率

的運用を図るとともに、耐用年数を超過している医療機器の更新を行った。

・機器の更新については、医療水準の確保と費用対効果を十分検証のうえ実施した。
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